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資料をご覧いただく上での注意事項
掲載している数値等は、５月２４日（令和６年度川崎市政策評価審査委員会第２部会の開催日）
時点のものであり、今後、修正・変更になる可能性があります。



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

地域の安全と環境を守り、きれいな水を川崎の川と海に返す

施策の概要

下水道による良好な循環機能の形成施策(３層)

直接目標

生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり基本政策(１層)

水の安定した供給・循環を支える政策(２層)

主な事務事業

下水道の管きょ・施設の地震対策事業

浸水対策事業

高度処理事業

合流式下水道の改善事業

下水道の管きょ・施設の老朽化対策及び未普及解消事業

概要
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概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

実施計画に位置付けた成果指標

重要な管きょの耐震化率成果指標①

算 出 方 法

重要な管きょの耐震化完了延長／重要な管きょの延長×100（％）

※重要な管きょとは、避難所や重要な医療機関と水処理センターを結ぶ管きょや緊急輸送路及び軌道下など
に埋設されている管きょ等をいう。
※重要な管きょ（川崎駅以北の地域）の延長99.9km（H30（2018）末時点で耐震診断結果により耐震性のない
管きょの総延長）

指標の考え方

被災時でも確実に下水道機能を確保する必要がある重要な管きょの耐震化を進めており、この指標により取
組の成果を測ることができる。

※指標の目標値
上段：重要な管きょの耐震化率（市内全域） ※第３期実施計画から新たに設定
中段：重要な管きょの耐震化率（川崎駅以南の地域）
下段：重要な管きょの耐震化率（川崎駅以北の地域） ※第２期実施計画から新たに設定

指標の目標値

第３期策定時
86.3％（R2）

※第３期実施計画から新たに設定

第１期目標時
－

第２期目標時
－

第３期目標時
89.7％以上（R7）

第１期策定時
33.5％（H26）

第１期目標時
67.2％以上（H29）

第２期目標時
100％（R1）

第３期目標時
100％（R7）

第２期策定時
4.6％（R2）

※第２期実施計画から新たに設定

第１期目標時
－

第２期目標時
9.6％以上（R3）

第２期目標時
28.4％以上（R7）

目標値の考え方

避難所や重要な医療機関と水処理センターとを結ぶ重要な管きょの耐震化に向けた取組を踏まえ、R7（2025）
末までの目標を定め、取組の推進をめざす。

※市内全域の目標（第３期から設定）に加え、第２期までの取組実績や目標値を明らかにするため、川崎駅以
南・以北の地域別の目標値も掲載。

概要
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概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

【成果指標①】
重要な管きょの
耐震化率

695.9 645.0 50.9 150.8 99.9 50.9

実施延長

⑤

実施延長

⑥

82.7 39.0 43.7
実施延長

④

【成果指標②】
避難所や重要な医療機関と水処理センター
とを結ぶ重要な管きょの耐震化率

単位：％

市内全域

単位：km 単位：km

市内
全域
①

市内
全域
④

川崎駅
以北の地域

川崎駅
以南の地域

川崎駅
以北の地域

⑤

川崎駅
以南の地域

⑥

川崎駅
以北の地域

②

重要な管きょ延長 耐震化必要延長(耐震診断結果) 成果指標の算出方法

（参考）
重要な管きょの
耐震化率等の算
出方法について

川崎駅
以南の地域

③

実施延長＋（②－⑤）

①
※耐震診断の結果、耐震性を有し

ていることが確認された管きょ延長

である、（②－⑤）を含みます。

実施計画に位置付けた成果指標
概要
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避難所や重要な医療機関と水処理センターとを結ぶ重要な管きょの耐震化率成果指標②

算 出 方 法
避難所や重要な医療機関と水処理センターとを結ぶ重要な管きょの耐震化完了延長／避難所や重要な医療
機関と水処理センターとを結ぶ重要な管きょの延長×100（％）

指標の考え方
市内全域の重要な管きょのうち、避難所や重要な医療機関と水処理センターとを結ぶ重要な管きょについて
は、大規模地震発生時においても特に下水道機能の確保が必要とされていることから、この指標により、取組
の成果を測ることができる。

指標の目標値
第３期策定時
59.7％（R2）

※第３期実施計画から新たに設定

第１期目標

－
第２期目標

－
第３期目標

89.0％以上（R7）

目標値の考え方
これまでの耐震化工事の整備実績等を踏まえ、R8（2026）までに完了させることを目標とし、第３期期間におけ
る整備対象管きょを定め（指標の目標値：89.0％以上）、取組を推進する。



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

実施計画に位置付けた成果指標
概要

浸水対策実施率（丸子、宮崎、大師河原、馬絹、久末地区）成果指標③

算 出 方 法
重点化地区の浸水対策完了済面積／浸水対策重点化地区対象面積×100（％）
※浸水対策重点化地区対象面積847ha 

指標の考え方
近年多発する局地的集中豪雨などにより浸水被害が発生していることから、重点化地区に位置づけている地
域の浸水対策を進めており、この指標により取組の成果を測ることができる。

指標の目標値
第１期策定時

22.6％（H26）
第１期目標

57.8％以上（H29）
第２期目標

100％（H30）
第３期目標

100％（R7）

目標値の考え方
H26（2014）段階での重点化地区の浸水対策について、H30（2018）末までに完了させることをめざす。
※当該地区については、既に対策が完了しているが、第２期までの取組実績を明らかにするため掲載。
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浸水対策実施率（三沢川、土橋、京町・渡田、川崎駅東口周辺、大島、観音川地区）成果指標④

算 出 方 法
重点化地区の浸水対策完了済面積／浸水対策重点化地区対象面積×100（％）
※浸水対策重点化地区対象面積2,054ha 

指標の考え方
近年多発する局地的集中豪雨などにより浸水被害が発生していることへの対策として、新たに重点化地区に
位置づけた地域において浸水対策を進めるにあたり、この指標により取組の成果を測ることができる。

指標の目標値
第２期策定時
24.3％（R2）

※第２期実施計画から新たに設定

第１期目標

－
第２期目標

29.3％以上（R3）
第３期目標

40.8％以上（R7）

目標値の考え方
浸水対策の内容や工期等を踏まえ、第３期実施期間において対策効果の発現が見込める三沢川地区（菅北
浦地区）及び土橋地区を実施する（指標の目標値：40.8％以上）ものとし、R7（2025）末までに完了させることを
めざす。



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

実施計画に位置付けた成果指標
概要

排水樋管周辺地域の浸水対策累計実施数 （令和元年東日本台風当日の床

上浸水面積に対する解消率（想定））
成果指標⑤

算 出 方 法 対策の実施数 （床上浸水解消済面積／床上浸水面積×100（％））

指標の考え方
排水樋管周辺地域（山王、宮内、諏訪、二子、宇奈根地域）における短期対策、当面の対策、中期対策の実施
数（令和元年東日本台風当日の床上浸水面積に対する解消率（想定））を指標とすることで、浸水対策の取組
の成果を測ることができる。

指標の目標値
第３期策定時

累計5対策(64.4％)（R2）
※第３期実施計画から新たに設定

第１期目標

－
第２期目標

－
第３期目標

累計7対策(65.2％)（R7）

目標値の考え方
令和元年東日本台風により水害が発生した排水樋管周辺地域（山王、宮内、諏訪、二子、宇奈根地域）における浸水対
策について、短期対策、当面の対策、中期対策（計11対策）の内、R7年度末までの目標を定め、取組の推進をめざす。
なお、中期対策（４対策）が供用された場合（R9（2027）予定）、 床上浸水面積は75.4％解消する見込み。
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合流式下水道改善率（雨天時に川や海に処理しきれない下水が放流されることへの対策）成果指標⑥

算 出 方 法
合流式下水道改善対策完了区域面積／合流式下水道区域面積×100（％）
※合流式下水道区域面積3,550ha 

指標の考え方
汚水と雨水を１本の管で集める合流式下水道は、雨天時に川や海に処理しきれない下水が放流されるしくみ
であることから、雨天時の放流回数を減らしたり、ごみを取り除いたりするなどの合流式下水道改善対策を進
めており、この指標により取組の成果を測ることができる。

指標の目標値
第１期策定時

68.5％（H26）
第１期目標

73.5％以上（H29）
第２期目標

73.5％以上（R3）
第３期目標

100％（R5）

目標値の考え方

合流式下水道は、雨天時に川や海に処理しきれない下水が放流されるしくみであることから、雨天時の放流
回数を減らしたり、ごみを取り除いたりするなどの対策を進め、法令に基づいてR5（2023）末までに完了させ
ることをめざす。
【第２期実施計画策定時】 ※上下水道事業中期計画に基づき、目標値を変更 ・第２期：83.6→73.5% 



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

実施計画に位置付けた成果指標
概要

高度処理普及率成果指標⑦

算 出 方 法 全高度処理能力／全計画処理能力×100（％） （高度処理として取り扱うことのできる処理方法等を含む）

指標の考え方
快適な水辺環境を確保するため、通常の下水処理では除去することが難しい、東京湾の赤潮などの原因物
質である窒素やりんも大幅に除去することができる下水処理方法（高度処理）の導入を進めており、この指標
により取組の成果を測ることができる。

指標の目標値
第２期策定時
34.5％（R2）

※第２期実施計画から新たに設定

第１期目標

－
第２期目標

59.3％以上（R3）
第３期目標

100％（R6）

目標値の考え方
水処理センターの高度処理化を、「東京湾流域別下水道整備総合計画」で定められた目標年次であるR6
（2024）末までに完了させることをめざす。 （高度処理として取り扱うことのできる処理方法等を含む）
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管きょ再整備率（管きょ再整備重点地域）成果指標⑧

算 出 方 法
再整備実施延長/再整備対象総延長×100（％）
※再整備対象延長：入江崎処理区及び加瀬処理区の一部

指標の考え方
下水道の管きょに不具合が発生するリスクが大きく、再整備の優先度が高い「管きょ再整備重点地域」におけ
る管きょ再整備率（同地域における管きょの延長に対する管きょ再整備実施延長の割合）を指標とすることで、
下水道の管きょの老朽化に対する取組の成果を測ることができる。

指標の目標値
第３期策定時
35.3％（R2）

※第３期実施計画から新たに設定

第１期目標

－
第２期目標

－
第３期目標

39.8％以上（R7）

目標値の考え方
アセットマネジメント情報システムにより管きょの健全度予測やリスク評価を行うことで「管きょ再整備重点地
域」における第３期実施期間の再整備対象管きょを選定（指標の目標値39.8％以上）し、取組を推進する。
※R3（2021）の管きょ再整備重点地域を対象とする



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

実施計画に位置付けた成果指標
概要

温室効果ガス排出量の削減割合（2013年度比）成果指標⑨

算 出 方 法
H25（2013）の温室効果ガス排出量に対する削減割合

※目標値を算定する上で使用する電力排出係数は、地球温暖化対策推進基本計画において
市役所の温室効果ガス排出目標量を算定する際に使用した値を用いる。

指標の考え方
下水道事業における地球温暖化対策を推進するため、温室効果ガスの削減割合を指標とす
ることで、温室効果ガス削減の取組の成果を測ることができる。

指標の目標値
第３期策定時
▲21.6％（R2）

※第３期実施計画から新たに設定

第１期目標

－
第２期目標

－
第３期目標

▲27.7％以上（R7）

目標値の考え方
地球温暖化対策推進基本計画の市内全域排出量の2030年度目標を起点に、下水道事業に
おけるR7（2025）末までの目標を定め、取組の推進をめざす。
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概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

下水道管きょの地震対策事業
背景

 日本は世界的に見ても地震による危険度が高く、近年では東日本大震災（2011年）、熊本地震（2016年）、北海道胆振

東部地震（2018年）、能登半島地震（2024年）など大規模地震に見舞われ、下水道施設への被害が発生しています。

 災害時においても下水道の機能が確保できるよう、これまでに避難所や重要な医療機関等と水処理センターとを結ぶ

重要な管きょの耐震化を進め、川崎駅以南の地域は令和３（2021）年度までに約50kmの耐震化を完了しました。

今後想定される巨大地震に備え、被災時の市民生活への影響を最小限に抑えるため、被災時に必要となる下水
道機能に重点化を図り、計画的かつ効率的に地震対策を進めていく必要があります。

凡 例

避難所や重要な医療機関と水処理センターとを
結ぶ下水管きょ

鉄道、河川、緊急輸送路の下などの下水管きょ

下水管きょ

重要な管きょとは
・地域防災計画に位置付けられた市立小・中学校などの避難所
や災害拠点病院などの重要な医療機関等と水処理センターとを
結ぶ管きょ
・鉄道、河川、緊急輸送路（重要物流道路）の下の管きょ
・その他、下水を流下収集させる機能面から見てシステムとして
重要な管きょ
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概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

浸水対策事業
背景

 地球温暖化などの気候変動により雨の降り方が変化しており、全国的に局地的な大雨の発生回数が増加しています。

また、令和元年東日本台風(2019年10月)では、過去最高を記録した多摩川の水位の影響を受け、雨水を多摩川へ排水

する樋管周辺地域において、逆流した河川水や流れづらくなった雨水が溢れ、深刻な浸水被害が発生しました。

 こうしたことから、浸水被害の軽減を図るため、大師河原地区をはじめ、浸水リスクの高い重点化地区における対策（雨

水管きょ等の整備）を進めるとともに、令和元年東日本台風により浸水被害が発生した排水樋管周辺地域における対策

（排水樋管ゲートの改良等）などを進めてきました。

近年の激甚化・頻発化する風水害に備え、引き続き、浸水リスクの高い重点化地区において、既存施設の更なる
活用や、老朽化対策も考慮した効率的・効果的な浸水対策を進めるとともに、局地的な対策として、令和元年東日
本台風による浸水被害を踏まえた中長期対策などの検討を進める必要があります。

凡例

重点化地区（実施済）

重点化地区（実施中（計画策定中を含む））

排水樋管周辺地域を含む排水区：

：

：

土橋地区

川崎駅東口
周辺地区

宇奈根排水樋管
二子排水樋管 諏訪排水樋管

宮内排水樋管

山王排水樋管

京町・渡田地区

大島地区

観音川地区

三沢川地区

10



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

合流式下水道の改善事業
背景

 合流式下水道は、雨天時に雨水と汚水が混合した下水の一部が、未処理のままポンプ場や雨水吐き口から公共用水域に放流される

仕組みとなっていることから、水質汚濁や衛生学的な安全性が課題となっています。

 合流式下水道の改善を緊急的かつ集中的に実施するため、国の合流式下水道緊急改善事業制度を活用し、改善目標「①汚濁負荷

量の削減」「②公衆衛生上の安全確保」「③夾雑物の削減」を定め、令和５ （2023）年度までの達成に向け取り組んでいます。

 下水道法施行令に令和５ （2023）年度までに達成すべき技術上の基準（ ①汚濁負荷量の削減、③夾雑物の削減）が定められており、

これまでの取り組み（大師河原貯留管・雨水滞水池の設置、合流改善スクリーンなどの設置）等により、基準を達成しています。

 引き続き、国の補助制度を活用し、改善目標「②公衆衛生上の安全確保」の達成に向けて、取組を着実に推進する必要があります。

合流改善目標に定めた「②公衆衛生上の安全確保」の達成に向けて、六郷遮集幹線の整備に取り組みます。

11

合流式
下水道

緊急改善事業

下水道法
施行令の基準

①汚濁負荷量の削減
（放流水質の向上）

達成 達成

②公衆衛生上の安全確保
（河川への放流回数の削減）

未達成
対象外

（基準なし）

③夾雑物の削減
（ゴミなどの削減）

達成 達成



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

高度処理事業
背景

 下水処理水が最終的に流入する東京湾では、通常の下水処理過程では除去することのできない、窒素やりんなどを

原因とした富栄養化により、依然として赤潮被害 が発生しているなど、更なる水質改善が必要な状況です。こうしたこ

とから、東京湾流域 の1都3県では「東京湾流域別下水道整備総合計画」を策定しており、本市を含む関係自治体は、

計画で定められた目標水質の達成を目指して、窒素やりんも除去することのできる高度処理の導入を進めています。

 水処理センターの高度処理化に向けた取組として、平成30（2018）年度に入江崎水処理センター（西系）の高度処理化

を完了、令和3（2021）年度に加瀬・麻生水処理センターにおける段階的高度処理※の導入が完了しました。

東京湾では下水処理水などに含まれる窒素やりんを原因として富栄養化が進み、赤潮などの被害が依然として発
生しているなど、更なる水質改善が必要な状況であることから、東京湾の水質環境基準の達成に向け、「東京湾流
域別下水道整備総合計画」に基づき、水処理センターの高度処理化を進める必要があります。

12

※段階的高度処理とは
水処理センターの全面的な改築更新には多大な費用や期間を要すること

から、目標水質の確保に向けて、既存施設の一部改造や運転管理の工夫
により段階的に高度処理化（窒素やりん等の除去）を図る手法

段階的な施設整備などによる高度処理化のイメージ

（流総計画）



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

下水道の管きょ・施設の老朽化対策事業
背景

 下水管きょについては、昭和50年代から平成初期に集中的に整備を進めてきており、今後、それらの管きょが順次

法定耐用年数を迎えるため、老朽管きょの急増が見込まれます。また、水処理センター・ポンプ場については、下水

道整備を始めてから既に90年以上が経過しており、建設年度の古い施設では老朽化が課題となっています。

 健全な下水道機能を継続的に維持していくため、令和２（2020）年度からアセットマネジメントの本格的な運用を開始

し、管きょの不具合による道路陥没や設備故障による水処理センター・ポンプ場の機能停止などのリスクと再整備や

改築に要するコストのバランスを考慮しながら、中長期的な視点を踏まえ、計画的な老朽化対策を推進しています。

また、入江崎水処理センターなどで高効率機器・省エネルギー機器を導入し、温室効果ガス排出量削減の取組を推

進しています。

昭和初期から整備を進めてきた下水道施設は、老朽化による劣化が進行していることから、施設の劣化状況を適切に把握しつつ、リ
スクとコストのバランスや中長期的な視点を踏まえて、計画的に老朽化対策を進めることが求められています。

下水道事業は、下水処理の過程で多くの電力を消費するとともに、温室効果ガスを排出していることから、脱炭素社会の実現に向け
て、施設・設備の更新等に合わせた省エネルギー化や、温室効果ガス排出量のより一層の削減が求められています。

老朽化したポンプ設備の更新

13

高効率機器・省エネルギー機器の導入
（左：軸浮上式ターボブロワ 右：超微細気泡散気装置）



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

計画期間中の主な取組（重要な管きょの耐震化）
取組

 川崎駅以北の地域において、耐震性のない重要な管きょ（約99.9km ）のうち、優先的
に取り組むこととしている広域避難場所や地域防災拠点・避難所及び地域防災計画
に位置付けられた医療機関等と水処理センターを結ぶ管きょ（約39.0km）の耐震化に
ついて、令和４・５年度において約9.4kmの耐震化を実施しました。

重要な管きょの耐震化
（上：耐震化前、下：耐震化後）

川崎駅以北の地域の重要な管きょの延長
上記の内、耐震性のない重要な管きょの延長

：約645.0km
：約 99.9km

14

※川崎駅以南の地域の
重要な管きょは耐震化済み



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

計画期間中の主な取組（重点化地区における雨水管きょの整備）
取組

 重点化地区である三沢川地区、土橋地区、京町・渡田地区において浸水対策工事を
推進しました。

 京町・渡田地区の小田３丁目地内は、平坦な地形であり、浸水実績が集中しているた
め、早期の対策が求められていたことから、先行整備地区として対策を進め、令和５
年度に工事が完了しました。

雨水管きょの整備（イメージ）

導水管の整備（京町・渡田地区）

計画期間中における管きょの整備状況※

延長 ： 約 2,000 m

管径 ： 円形 φ250 mm ～ 矩形 1,800 mm × 1,000mm

※ 三沢川地区、土橋地区、京町・渡田地区の合計

15



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

計画期間中の主な取組（排水樋管周辺地域における浸水対策）
取組

 諏訪排水樋管周辺地域における、既存仮排水所のポンプ能力の増強工事等を令和４
年度に完了※1しました。

 山王排水樋管周辺地域における、周辺よりも地盤の低い上丸子山王２丁目地区の雨水
を隣接する丸子その２排水区へ導水させるバイパス管布設工事を令和５年度に完了※2

しました。

仮排水所のポンプ能力の増強
（諏訪排水樋管周辺地域））

バイパス管の整備
（山王排水樋管周辺地域）

排水ポンプ（改良前）
毎分６立法メートル

排水ポンプ（改良後）
毎分２０立法メートル

16

※1） 令和元年東日本台風当時の降雨、河川の水位の条件において床上浸水の被害を軽減できる見込み
※2） 令和元年東日本台風当時の降雨、河川の水位の条件において浸水被害を解消できる見込み



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

六郷遮集幹線（整備中）
約2.1km（Φ1,500mm～2,400mm）

六郷遮集幹線
（整備済） 大師河原

ポンプ場

入江崎水処理センター

六郷
ポンプ場

大師河原貯留管
（整備済）

計画期間中の主な取組（合流式下水道の改善）
取組

 合流改善目標である「公衆衛生上の安全の確保」（雨天時における未処理下水の放
流回数半減）の達成に向けて六郷遮集幹線の整備を推進しました。

 令和５年度末の完成に向け工事を進めていましたが、想定外の地中埋設物により、
調査や撤去作業等に時間を要しました。

17



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

計画期間中の主な取組（水処理センターの高度処理）
取組

 等々力水処理センターにおいて、流量調整池の整備・既設反応タンクの改造・脱窒ろ
過池の整備を推進しました。

 入江崎水処理センター（東系）において、水質を評価した上で、既存施設を活用した運
転管理の工夫による段階的高度処理の導入に向けた調査研究を推進しました。

年次計画
R4 R5 R6 R7

等々力水処理センター

入江崎水処理センター

流量調整池の整備

既設反応タンクの改造※1 事業推進

脱窒ろ過池の整備※2 事業推進

18

※1・2） 東京湾流域別下水道整備計画で定められた目標水質の達成状況に応じて施設整備の継続を検討

東系施設における段階的高度処理の導入

等々力水処理センターにおける高度処理の仕組み



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

計画期間中の主な取組（下水管きょの再整備）

取組

 管きょ再整備重点地域（約556.6km）における老朽化した下水管きょの再整備を約
7.2km実施しました。

管きょ再整備重点地域とは
管きょの不具合に伴い発生する道路陥没や流下能力の低下などのリスクが大きく、再整備優先度が高い地域に
位置付けた、入江崎処理区及び加瀬処理区の一部の範囲

川崎市の管きょ施設の総延長
標準耐用年数（50年）を経過した管きょ

：約3,160km
：約 321km
（令和4年度末現在）

19



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

下水道事業における温室効果ガス排出量と主な取組

計画期間中の主な取組（温室効果ガスの削減）

取組

 市内4か所の水処理センターから発生する汚泥を受け入れ、集約焼却処理を行っている
入江崎総合スラッジセンター１系焼却炉の再構築に合わせた温室効果ガス削減等の取
組を推進しました。

 大師河原ポンプ場における高効率な除砂設備を設備の更新に合わせて導入しました。

施工状況（R6/3月現在）

20

入江崎総合スラッジセンター（平面図）

＜二段燃焼化＞
該当する技術を導入することで既設焼却炉より小さな温室効果ガス排出係数が適用可能になり温室効果ガスの削減に寄与
＜濃縮脱水一体型機の採用＞
既設機器より運転にかかる電力を削減することが可能となり、温室効果ガスの削減に寄与

78,974 ｔ-CO2 令和３年度（参考︓取組前）
2013年度比︓▲15.9％

72,553 ｔ-CO2 令和４年度
2013年度比︓▲22.7％

約71,000ｔ-CO2（見込み） 令和５年度（集計中）
2013年度比︓▲24.2％（見込み）

78,974 ｔ-CO2 令和３年度（参考︓取組前）
2013年度比︓▲15.9％

72,553 ｔ-CO2 令和４年度
2013年度比︓▲22.7％

約71,000ｔ-CO2（見込み） 令和５年度（集計中）
2013年度比︓▲24.2％（見込み）

二段燃焼化済み焼却炉（2系・3系）への優先的な汚泥投入
（入江崎総合スラッジセンター） 等
二段燃焼化済み焼却炉（2系・3系）への優先的な汚泥投入
（入江崎総合スラッジセンター） 等

高効率な除砂設備の導入（大師河原ポンプ場）
LED照明機器の導入（入江崎余熱利用プール等）等
高効率な除砂設備の導入（大師河原ポンプ場）
LED照明機器の導入（入江崎余熱利用プール等）等



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

 川崎駅以北の地域の重要な下水管きょの耐震
化を約9.4km実施し、これまでに、約19.0kmの
耐震化が完了しました。

 また、市内全域の重要な管きょの耐震化を約
615km完了しました。

 計画期間中の取組内容を着実に実施し、成果
指標は目標どおり達成しました。

成果指標①の達成状況（目標達成）
成果

R4 R5

目標

87.7％
（市内全域）

100％
（川崎駅以南）

14.3％
（川崎駅以北）

88.4％
（市内全域）

100％
（川崎駅以南）

19.0％
（川崎駅以北）

実績

87.7％
（市内全域）

100％
（川崎駅以南）

14.3％
（川崎駅以北）

88.4％
（市内全域）

100％
（川崎駅以南）

19.0％
（川崎駅以北）

重要な管きょの耐震化率

87.7%
88.4%

87.7%
88.4%

89.1%
89.7%

87.0%
87.5%
88.0%
88.5%
89.0%
89.5%
90.0%

R4 R5 R6 R7

重要な管きょの耐震化率（市内全域）

※第３期実施計画から新たに設定

目標

実績 14.3%
19.0%

14.3%

19.0%
23.7%

28.4%

12.0%

16.0%

20.0%

24.0%

28.0%

R4 R5 R6 R7

重要な管きょの耐震化率（川崎駅以北の地域）

※第２期実施計画から新たに設定

目標

実績

※重要な管きょの耐震化率（川崎駅以南の地域）については、
第２期実施計画期間までに目標を達成しています

21



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

 避難所や重要な医療機関と水処理センターとを結ぶ重要な管きょの耐震化を約
9.4km実施し、これまでに、約64.1kmの耐震化が完了しました。

 計画期間中の取組内容を着実に実施し、成果指標は目標どおり達成しました。

成果指標②の達成状況（目標達成）
成果

R4 R5

目標 71.9％ 77.6％

実績 71.9％ 77.6％

避難所や重要な医療機関と水処理センターとを結ぶ重要な管きょの耐震化率

71.9%

77.6%71.9%

77.6%
83.3%

89.0%

70.0%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

R4 R5 R6 R7

目標

実績
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概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

 第２期実施計画期間までに、重点化地区である丸子地区、宮崎地区、大師河原地区、
馬絹地区、久末地区において丸子雨水幹線や大師河原貯留管などの雨水管きょの整
備を推進しました。

 当該地区については、第２期実施計画期間までに目標を達成しています。

成果指標③の達成状況（目標達成）
成果

R4 R5

目標 100％ 100％

実績 100％ 100％

浸水対策実施率（丸子、宮崎、大師河原、馬絹、久末地区）

100.0% 100.0%

100.0% 100.0%

100.0% 100.0%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

98.0%

100.0%

102.0%

R4 R5 R6 R7

目標

実績
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概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

 重点化地区である三沢川地区、土橋地区、京町・渡田地区において雨水管きょの整
備を推進しました。

 令和元年東日本台風により三沢川の既往最高水位が大幅に更新され、浸水被害も
発生したことから、雨水管きょに加えポンプ施設による対策手法への見直しが生じ、
令和４年度の成果指標は目標を下回りましたが、令和５年度の成果指標は目標どお
り達成しました。

成果指標④の達成状況（目標達成）
成果

R4 R5

目標 29.3％ 32.1％

実績 29.0％ 32.1％

浸水対策実施率（三沢川、土橋、京町・渡田、川崎駅東口周辺、大島、観音川地区）

29.3% 32.1%
29.0%

32.1%
35.3%

40.8%

28.0%

30.0%

32.0%

34.0%

36.0%

38.0%

40.0%

42.0%

R4 R5 R6 R7

目標

実績
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概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

 諏訪排水樋管周辺地域において既存仮排水所のポンプ能力の増強工事等及び山
王排水樋管周辺地域においてバイパス管の布設工事を完了※1しました。また、ポン
プゲート設備による中期対策※2の推進に向け、河川管理者との協議を進めました。

 計画期間中の取組内容を着実に実施し、成果指標は目標どおり達成しました。

成果指標⑤の達成状況（目標達成）
成果

R4 R5

目標
6対策

(65.2％)
7対策

（65.2％)

実績
6対策

(65.2％)
7対策

（65.2％)

排水樋管周辺地域の浸水対策累計実施数
（令和元年東日本台風当日の床上浸水面積に対する解消率（想定））

6対策
7対策

6対策

7対策

7対策 7対策

5対策

6対策

7対策

8対策

9対策

10対策

11対策

R4 R5 R6 R7

目標

実績

※1） 山王排水樋管周辺地域の床上浸水は、第２期実施計画期間までに解消済み。バイパス管の整備により、浸水被害を解消
※2） 多摩川の水位上昇に伴う逆流防止と、多摩川への雨水排水を同時に実施することができる、ポンプゲート設備による対策

中期対策は、詳細設計に約１年、施工に約３年を要すると想定しており、令和９年度の供用開始を目指し取組を推進中

25

（参考）浸水対策実施数（１１対策）の内訳
短期対策

５対策（排水樋管ゲートの改良等）
当面の対策

２対策（既存仮排水所のポンプ能力増強等、バイパス管整備）
中期対策

４対策（ポンプゲート設備の整備）



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

 合流改善目標である「公衆衛生上の安全の確保」（雨天時における未処理下水の放流
回数半減）の達成に向けて六郷遮集幹線の整備を推進しましたが、令和５年度の完成
が達成できませんでした。

 六郷遮集幹線の整備が遅れたことにより成果指標は目標を下回りました。

（下水道法施行令に定められた基準（汚濁負荷量の削減・夾雑物の削減）は達成済み）

成果指標⑥の達成状況（目標未達成）
成果

R4 R5

目標 73.5％ 100％

実績 73.5％ 73.5％

合流式下水道改善率（雨天時に川や海に処理しきれない下水が放流されることへの対策）

73.5%

100.0%

73.5% 73.5%

100.0% 100.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

105.0%

R4 R5 R6 R7

目標

実績
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概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

成果指標⑥の成果分析
成果

 令和５年度中の完成に向け工事を進めていましたが、六郷遮集幹線の整備に必要
な戸手遮集幹線の移設にあたり支障となる想定外の地中埋設物を確認しました。

 想定外の地中埋設物の調査および撤去作業等に時間を要した結果、令和５年度の
完成が達成できなかったため、目標を下回りました。

 合流改善目標である「公衆衛生上の安全の確保（雨天時における未処理下水の放
流回数半減）」の早期の達成に向け、関係機関との協議調整を円滑に図りながら整
備を進めていきます。

合流式下水道改善率（雨天時に川や海に処理しきれない下水が放流されることへの対策）

六郷ポンプ場
港町公園

旭町１丁目公園 六郷遮集幹線
（整備済）

六郷遮集幹線（整備中）

戸手遮集幹線 戸手遮集幹線の移設に支障となる
想定外の地中埋設物を確認

※現在、戸手遮集幹線の移設は完了済み
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概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

 等々力水処理センターにおける計画期間中の取組として、流量調整池の整備・既設
反応タンクの改造・脱窒ろ過池の整備を着実に推進しました。

 入江崎水処理センター（東系）おける計画期間中の取組として、水質を評価した上で、
既存施設を活用した運転管理の工夫による段階的高度処理の導入に向けた調査研
究を推進しました。

 計画期間中の取組内容を着実に実施し、成果指標は目標どおり達成しています。

 等々力水処理センターにおける流量調整池の整備、入江崎水処理センター（東系）に
おける段階的高度処理の導入の完了により成果指標１００％をＲ6年度以降に達成予
定です。

成果指標⑦の達成状況（目標達成）
成果

R4 R5

目標 59.3％ 59.3％

実績 59.3％ 59.3％

高度処理普及率

59.3% 59.3%

59.3% 59.3%

100.0% 100.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

R4 R5 R6 R7

目標

実績

28



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

 管きょ再整備重点地域として位置付けた入江崎処理区及び加瀬処理区の一部にお
いて約7.2km実施しました。

 計画期間中の取組内容を着実に実施し、成果指標は目標どおり達成しました。

成果指標⑧の達成状況（目標達成）
成果

R4 R5

目標 36.9％ 37.7％

実績 36.9％ 37.7％

管きょ再整備率（管きょ再整備重点地域）

36.9%

37.7%
36.9%

37.7% 39.0%

39.8%

36.0%

37.0%

38.0%

39.0%

40.0%

R4 R5 R6 R7

目標

実績
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概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

 入江崎総合スラッジセンターにおける二段燃焼化した汚泥焼却施設の活用や大師河
原ポンプ場における高効率な除砂設備の導入等を実施しました。

 計画期間中の取組内容を着実に実施し、成果指標は目標どおり達成しました。

成果指標⑨の達成状況（目標達成）
成果

R4 R5

目標 ▲22.7％ ▲24.2％

実績 ▲22.7％
▲24.2％
（見込み）

温室効果ガス排出量の削減割合（2013年度比）

▲22.7%

▲24.2%
▲22.7%

▲24.2%
（見込み） ▲25.9%

▲27.7%

▲22.0%

▲24.0%

▲26.0%

▲28.0%

R4 R5 R6 R7

目標

実績
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概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

 地震対策事業については、大師河原ポンプ場における耐震化工事の推進により、汚水揚水機

能の確保をすることができました。

 浸水対策事業については、局地的な浸水箇所である千年地区において雨水管きょの整備を推

進し、浸水リスクを低減することができました。

 老朽化対策事業については、アセットマネジメント情報システムを構築し、この情報システムに

蓄積した維持管理情報の活用による施設の健全度予測やリスク評価を行う機能を運用するこ

とで、安定的に質の高い下水道サービスの提供につなげることができました。

その他成果（定性的な成果）

下水道による良好な循環機能の形成

成果
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アセットマネジメント情報システムによる維持管理情報の蓄積
（左：管きょの点検状況 右：設備の点検状況）



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

① 地震対策、浸水対策、高度処理など、重要な事業を推進した結果、ほぼ全

ての指標を達成できたことから、直接目標である「地域の安全と環境を守

り、きれいな水を川崎の川と海に返す」の実現に向け、着実に推進するこ

とができました。

② 配下の事務事業のうち、「合流式下水道の改善事業」の六郷遮集幹線の

整備については、想定外の地中埋設物の調査および撤去作業等に時間

を要した結果、令和５年度の完成が達成できなかったため、目標を下回り

ました。その他の事務事業については、目標どおりに達成しています。

施策の進捗状況

Ａ 順調に推移している（目標を達成している）施策の進捗状況

理 由

まとめ

【施策の進捗状況区分】
Ａ 順調に推移している（目標を達成してる）、Ｂ 一定の進捗がある（目標達成に向けて進捗している）
Ｃ 進捗が遅れている（目標達成が遅れる可能性がある）、Ｄ 進捗は大幅に遅れている（目標達成が難しい可能性がある）
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概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１－３－２ 下水道による良好な循環機能の形成

施策の今後の方向性

Ⅰ 効果的な事業構成である（現状のまま継続する）今後の方向性

まとめ

【今後の方向性区分】
Ⅰ 効果的な事業構成である（現状のまま継続する）、Ⅱ 概ね効果的な構成である（一部見直し等の余地がある）
Ⅲ あまり効果的な事業構成でない（見直し等の余地が大きい）、Ⅳ 事業構成に問題がある（抜本的な見直し等が必要である）

理 由

① 地震対策事業については、今後想定される大規模地震発生時においても、下水道機能を確保するため、
事業を継続して進めていきます。

② 浸水対策事業については、浸水被害の最小化を図り、水害に強いまちづくりを進めるため、事業を継続し
て進めていきます。

③ 高度処理事業については、東京湾の水質環境基準を達成・維持し、快適な水環境を確保するため、事業
を継続して進めていきます。

④ 合流式下水道の改善事業については、当面の改善目標である「公衆衛生上の安全の確保」の早期の達成
に向け、関係機関との協議調整を円滑に図りながら事業を継続して進めていきます。

⑤ 下水道施設・管きょの老朽化対策については、安定的に質の高い下水道サービスを継続的に提供し、市
民に衛生的で安全な生活を提供するため、事業を継続して進めていきます。

⑥ 下水道事業では、多くの電力を消費し温室効果ガスを排出していることから、省エネ・創エネ機器の導入等
による温室効果ガス排出量の削減を進めていきます。
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